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Ⅰ　経済動向の概要

１ 国内経済の動向

（１）概要

Ｒ３年

11月 12月 １月

輸 出 持ち直している。

生 産

設 備 投 資 下げ止まりつつある。

雇 用 情 勢

個 人 消 費 持ち直している。
一部に足踏みもみられるが，総
じてみれば持ち直している。

持ち直しの動きに
足踏みがみられる。

住 宅 建 設 おおむね横ばいとなっている。

企 業 収 益

大企業では一部に減少幅の縮小
がみられるものの，全体

としては，感染症の影響によ
り，大幅な減少が続いている。
企業の業況判断は，厳しさは残
るものの，改善の動きがみられ

る。

感染症の影響により，大幅な減
少が続いているものの，総じて
その幅には縮小がみられる。

感染症の影響により，大幅な減少
が続いているものの，総じてその
幅には縮小がみられる。企業の業
況判断は，非製造業を中心にこの

ところ慎重さがみられる。

【内閣府「月例経済報告」（令和３年１月22日公表）】

景気は，新型コロナウイルス感染症の影響により，
依然として厳しい状況にあるが，持ち直しの動きがみられる。

増加している。

持ち直している。

感染症の影響により，弱い動きとなっているなかで，
雇用者数等の動きに底堅さもみられる。

このところ減少している。

弱含んでいる。

指　　標

基調判断

Ｒ２年

（２）先行き

　先行きについては，感染拡大の防止策を講じるなかで，各種政策の効果や海外経済の改善
もあって，持ち直しの動きが続くことが期待されるが，内外の感染拡大による下振れリスク
の高まりに十分注意する必要がある。また，金融資本市場の変動等の影響を注視する必要が
ある。
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２　広島県経済の動向

（１）概要

Ｒ３年

11月 12月 １月

輸 出

生 産

設 備 投 資

雇 用 情 勢

個 人 消 費
感染症の影響を受けつつも，
持ち直しの動きがみられてい

る。

住 宅 投 資

【日本銀行広島支店「広島県の金融経済月報」（令和３年２月１日公表）】

緩やかに減少している。

持ち直しの動きが続いているが，
感染症の影響から一部足踏み感がみられる。

　広島県の景気は，新型コロナウイルス感染症の影響から，依然として厳しい状態
にあるが，持ち直しの動きが続いている。
　需要項目別に概観すると，公共投資は復旧・復興需要がみられる中で，高水準で
推移している。輸出は持ち直している。個人消費は持ち直しの動きが続いているが，
感染症の影響から，一部に足踏み感がみられる。住宅投資，設備投資は緩やかに減
少している。

（２）県内の経済の状況

基調判断

指　　標

緩やかに減少している。

弱めの動きがみられている。

Ｒ２年

新型コロナウイルス感染症の影響から，
依然として厳しい状態にあるが，持ち直しの動きが続いている。

持ち直している。

持ち直している。
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Ⅱ　県内主要製造業の生産動向

１　鉄鋼（令和２年12月）

【県統計課】

　○最近の景況

２　自動車（令和２年12月）

【マツダ（株）】

　○最近の景況

３　造船（令和２年12月）

【県統計課】

　○最近の景況

　  12月の鉱工業生産指数（鉄鋼業，原指数，速報値，平成27年＝100）は89.8で，
  前年同月比で0.3％増加となっている。

　　12月の国内生産台数は78,490台で，前年同月比で8.8％増加となっている。

　　12月の鉱工業生産指数(造船部門，原指数，速報値，平成27年＝100)は56.2で，
　前年同月比で32.7%減少となっている。

持ち直している。

持ち直している。

減少している。
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４　一般機械（令和２年12月）

【県統計課】

　○最近の景況

５　電気機械（令和２年12月）

【県統計課】

　○最近の景況

※　「最近の景況」は，令和３年２月１日公表の日本銀行広島支店「広島県の金融経済月報」より転記。

緩やかに増加している。

　　12月の鉱工業生産指数(電気機械工業（総合），原指数，速報値，平成27年＝100)は
　128.7で，前年同月比で5.2％減少となっている。

　　12月の鉱工業生産指数(一般機械工業，原指数，速報値，平成27年＝100)は99.2で，
　前年同月比で32.6%減少となっている。

弱い動きとなっている。
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Ⅲ　中小企業の動向（令和３年１月）
【広島県中小企業団体中央会】

１　概況

11月の
景況感

12月の
景況感

11月の
景況感

12月の
景況感

（１）景況感の変化

11月 12月 増減

0 0 0

1 1 0

2 2 0

12 13 1

5 4 ▲ 1

　自動車関連業種では，国内自動車販売台数が前年同月比10.2%増加と3ヶ月連続の前年超
えとなった。マツダ車は同15.6%減少と2ヶ月連続の前年割れ，マツダ車の海外販売合計台
数は前年同月比115千台，前年同月比4.9%減少で12ヶ月連続の前年割れとなった。
　木材業界では，全国住宅着工数は前年同月比3.7%減少と17ヶ月連続の前年割れとなった
が，広島県内の着工戸数は前年比23.4%増加となった。
　新型コロナウイルス感染拡大の第3波が到来し，先行き不透明感を懸念する声が増えてい
る。

業　　　種

食料品

繊維・衣服

木材

景
　
況
　
天
　
気
　
図

小売

業　　　種

一般機械器具

電気機械器具

自動車部品

家具 造船

印刷

情報サービス

卸売

※マツダ車に関する記載はマツダ（株）が発表する
 「生産・販売状況について（速報）」に基づく。

やや悪い

悪い

景況感

普通

業種数

鉄鋼(鋳物)

好況

土石製品

やや好況

金属製品

建設

トラック輸送化学

プラスチック製品 内航海運

好況 やや好況 普通 やや悪い 悪い好況 やや好況 普通 やや悪い 悪い
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（２）前月（11月）から変化のあった主な業種

木材 やや悪い 普通↑

一般機械器
具

業種
11月の
景況感

12月の
景況感

変化の理由・状況

悪い やや悪い↑
受注総額の前年同月比が26か月ぶりに増加に転じた。外需を中心とした回復
が継続中である。
【広島県東部機械金属工業協同組合】

・堅調なプレカットの稼働に合わせて構造材等の非住宅需要は活況で，杉・
桧の単価回復に伴って出材増加し，バイオマス燃料用チップも安定取引が続
いている。
・全体的に荷動きは高水準で推移し，繁忙感が続いているが，一部に繁閑の
差が広がったとの声も聞かれる。
・急激な落ち込み懸念が払拭され楽観的な先行き見通しもあるが，新型コロ
ナウイルス感染者急増による第3波の影響など今後の動向をしっかり注視して
いく必要がある。
【広島県木材協同組合連合会】

　広島県のプレカット業者は，建売住宅系を中心に忙しく，ほとんどの事業
者が12月28日まで稼働した。1月も一定の仕事量は確保していると見られる
が，2月以降については見通しが立っていない事業者が多い。
【ひろしま木材事業協同組合】
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Ⅳ　企業倒産状況（令和２年12月）

１ 概況

区　　　分 令和２年10月 令和２年11月 令和２年12月

12件 9件 11件

（▲ 17件) （▲ 2件) （▲ 1件)

3,741百万円 835百万円 631百万円

（▲ 30.1％) （▲ 39.2％) （▲ 74.3％)

２ 業種別

３ 原因別

４ 今後の見通し

【（株）東京商工リサーチ】

　負債総額1,000万円以上の倒産は，件数が11件，総額６億3,100万円であった。前月比で件
数は２件増加し，負債総額は2億400万円減少した。前年同月比では，件数は１件減少し，負
債総額は18億2,400万円減少した。大型倒産（負債総額10億円以上）は発生しなかった。

　2020年12月度の倒産も前年同月比で件数，負債総額ともに減少した。12月に於いても経済
状況が好転したと窺えることが乏しいなかで件数は9月以降4ヵ月連続で前年同月比を下回っ
ており，国や自治体，金融機関などによる新型コロナ感染拡大の影響を受けた先に対する資
金繰り支援策や各種助成金が奏功したとみられる。
　ただ，新型コロナの第三波が押し寄せ，広島県内でも12月には酒類提供飲食店の酒類提供
時間及び営業時間の短縮の要請などが行われ，年末年始のかき入れ時の売上が消失した先も
多く，売上をコロナ前までの水準へ回復することは難しい情勢である。さらに東京都，神奈
川県，埼玉県，千葉県に於いては1月8日から再び緊急事態宣言が発出された。その他の道府
県に於いても住民に不要不急の外出自粛を呼び掛けている自治体もあり，全国的に感染拡大
は深刻化し，経済の悪化が危惧され，広島県内に於いても感染者数は高止まりしており，今
後の外出自粛等がどのような影響を及ぼすかが目が離せない状況が続く。
　このようななかで，過剰債務を抱えた企業や体力が乏しい中小・零細企業に於いて，新型
コロナの影響の広がりによって業績改善が難しい先やダメージが蓄積した先の増加が予測さ
れる。それに加えて，新型コロナの収束時期は未だ不透明で先行きについても好転する兆し
が見えない情勢であることから，事業継続の断念や息切れする先の増加によって倒産件数も
増勢に転じる可能性は高くなっている。

　件数は，卸・小売・飲食業が６件，サービス業が３件，建設業が２件。負債総額では，
卸・小売・飲食業，建設業，サービス業の順となった。

　原因別では，販売不振が８件，他社倒産余波，シワ寄せ，信用性低下が各１件であった。

件　　数
(前年同月比)

負債総額
(前年同月比)

28,073 24,846 

209

157 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H23 24 25 26 27 28 29 30 R１

件百万円

年

2,455 

12 

0

10

20

30

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

12 R2.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

件百万円

月

負債総額 件数

企業倒産件数・負債総額（1,000万円以上）（年別，月別・前年同月比）

28,073 24846

209

157

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H23 24 25 26 27 28 29 30 R１

件百万円

年

2,455 

631 

12 

11 

0

10

20

30

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

12 R2.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

件百万円

月

負債総額 件数

企業倒産件数・負債総額（1,000万円以上）（年別，月別・前年同月比）

R1.

7



Ⅴ　最近の雇用失業情勢（令和２年12月）                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

１　県内の有効求人・求職の動向

　 令和２年10月 令和２年11月 令和２年12月

1.18倍 1.20倍 1.17倍

（▲ 0.01ポイント) (+ 0.02ポイント) （▲ 0.03ポイント)

0.95倍 0.98倍 1.02倍

（▲ 0.48ポイント) （▲ 0.46ポイント) （▲ 0.45ポイント)

【広島労働局】

２　県内の新規求人・求職の動向

令和２年10月 令和２年11月 令和２年12月

2.17倍 2.28倍 2.34倍

（▲ 0.20ポイント) (+ 0.11ポイント) (+ 0.06ポイント)

【広島労働局】

　

新規求人倍率〈季節調整値〉
(前月比)

区　　　分

区　　　分

有効求人倍率〈季節調整値〉
(前月比)

正社員有効求人倍率
(前年同月比)

（注1）正社員有効求人倍率は，正社員の有効求人数をパートタイムを除く常用有効求職者数（派遣労働者や契約社員を希望す

る者も含む）で除して算出しているため，厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

（注2）正社員有効求人倍率は，季節調整されていない。

（注3）平成31年１月から令和元年12月の季節調整値は改訂されている。（令和２年１月分公表時改訂）
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月

（注1）正社員有効求人倍率は，正社員の有効求人数をパートタイムを除く常用有効求職者数（派遣労働者や契約社員を希望す

る者も含む）で除して算出しているため，厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

（注2）正社員有効求人倍率は，季節調整されていない。

（注3）平成31年１月から令和元年12月の季節調整値は改訂されている。（令和２年１月分公表時改訂）
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（注）平成31年１月から令和元年12月の季節調整値は改訂されている。（令和２年１月分公表時改訂）

R1.

R1.

8



３　県内の人員整理の状況（整理人員10人以上）

令和２年11月 令和２年12月 令和３年１月

5件 6件 3件

(+ 3件) (+ 4件) (+ 1件)

138人 271人 98人

(+ 96人) (+ 186人) (+ 6人)

４　完全失業率の状況

令和２年10月 令和２年11月 令和２年12月

215万人 195万人 194万人

(＋51万人) （＋44万人） （＋49万人）

3.1% 2.9% 2.9%

(+ 0.1％) （▲ 0.2％) （±0％）

1～3月期平均 4～6月期平均 7～9月期平均

2.3% 2.2% 2.4%

(+ 0.2％) （▲ 0.1％) (+ 0.1％)

【総務省統計局】

　
平

毎月勤労統計調査から作成，平成28年3月は速報値。

※　広島県（モデル推計値）は，毎年１～３月期平均公表時に，新たな結果を追加して再計算を行い，前年までの

　　四半期平均及び年平均結果を過去にさかのぼって一部改定している。

令和２年

広島県完全失業率
〈モデル推計値〉

（前期比）

区　　　分

区　　　分

区　　　分

件数
（前年同月比）

整理人員
(前年同月比)
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（前年同月比）

全国完全失業率〈季節調整値〉
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令和２年９月 令和２年10月 令和２年11月

0.4％ ▲ 1.5％ 0.5％

±0.0％ ▲ 1.2％ 1.2％

令和２年９月 令和２年10月 令和２年11月

▲ 1.1％ ▲ 2.7％ 0.5％

▲ 1.5％ ▲ 2.3％ 1.2％

※

※ 毎月勤労統計調査の各月の指数を前年同月比で比較して作成。

実質賃金指数は，名目賃金指数を広島市消費者物価指数で除して算出している。

毎月勤労統計調査から作成。

５　名目賃金，実質賃金の推移（前年同月比）【事業所規模５人以上】

区　　　分

名目賃金

実質賃金

６　　名目賃金，実質賃金の推移（前年同月比）【事業所規模30人以上】

区　　　分

名目賃金

実質賃金

１　乗用車新車登録届出台数（前年同月比，原数値）
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％ 広島県内の名目賃金，実質賃金の推移（前年同月比）【事業所規模30人以上】

月
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月
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